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１．はじめに 

７月２２日（金）７時１４分頃、前処理建屋（管理区域外）において、安全

蒸気ボイラＡ号機のサーベランス運転※１のため起動作業を行ったところ、同ボ

イラの故障警報が発報し起動できなかった。 
このため、別系統の安全蒸気ボイラＢ号機の起動作業を行ったが、警報が発

報し起動できず、再起動操作を試みていたが、８時４５分に安全蒸気ボイラ２

台の故障の可能性があり、「使用済燃料の再処理の事業に関する規則」第１９条

の１６第３号「使用済燃料等を限定された区域に閉じ込める機能の喪失又は喪

失のおそれ」に該当すると判断し、国に報告した。 
本報告書は、安全蒸気ボイラ２台が起動できなかった原因調査の結果及び再

発防止対策等について取り纏めたものである。 

 
※１ 設備の動作を定期的に確認するために毎月１回実施する運転 

 
２．件名 

再処理施設 前処理建屋における安全蒸気ボイラ２台の故障について 

 
３．発生日時 

平成２３年７月２２日（金） ８時４５分 

 
４．発生場所 

再処理工場 前処理建屋 安全蒸気Ａ室、安全蒸気Ｂ室（添付資料１） 

 
５．発生事象の概要 

５．１ 安全蒸気ボイラ設備の概要及び運用 

安全蒸気ボイラは、使用済燃料の溶解液や高レベル廃液のように崩壊熱に

より沸騰のおそれがあるか、又はノルマルドデカンの引火点に達するおそれの

ある漏えい液を安全に回収するためのスチームジェットポンプ※２の駆動源で

ある蒸気を製造するための設備であり、安全上重要な設備※３であることから

多重化として２台が設置されている。（添付資料２） 
当該ボイラの燃料はプロパンガスであり、蒸気製造能力は約１ｔ／ｈ／台

である。 
当該ボイラは、通常は停止状態であるが、セル等の内部に設置された機器

から液体状の放射性物質の漏えいが生じた場合に起動し、一般蒸気設備が使用

できない場合に蒸気を供給する。 
また、機器の健全性を確認するため、サーベランス運転を実施している。 
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※２ 蒸気を駆動源として液を移送する機器 
※３ その機能喪失により、一般公衆及び放射線業務従事者に過度の放射線

被ばくを及ぼすおそれのある系統及び機器並びに事故時に一般公衆及

び放射線業務従事者に及ぼすおそれのある過度の放射線被ばくを緩和

するために設けられた系統及び機器 

 
５．２ 事象発生当時の状況 

安全蒸気ボイラＡ号機において、７月２２日５時５０分頃からサーベラン

ス運転を開始したところ、故障警報（不着火）が発報し、起動できなかった。 
当該サーベランス運転は、安全蒸気ボイラＢ号機の点検を始める前に安全

蒸気ボイラＡ号機が運転可能であることを確認する目的を兼ねて実施した。 
その後も再起動を試みたが、４回目の再起動操作でも故障警報が発報し起

動できなかったため、７時１４分に安全蒸気ボイラＡ号機の故障と判断した

（手順として、故障警報発報に伴う再起動操作を４回実施しても安全蒸気ボイ

ラが起動できない場合に故障と判断することとしている）。 
その後、保安規定に基づき、安全蒸気ボイラＢ号機が運転可能であること

を確認するために、起動操作を８時０１分から開始したが、安全蒸気ボイラＡ

号機と同様に故障警報が発報し起動できなかった。 
安全蒸気ボイラＢ号機についても、再起動を試みたが、８時２２分に実施

した３回目の起動操作でも起動できず、安全蒸気ボイラ２台の故障の可能性が

あることから、８時４５分に、「使用済燃料の再処理の事業に関する規則」第

１９条の１６第３号「使用済燃料等を限定された区域に閉じ込める機能の喪失

又は喪失のおそれ」に該当すると判断し、国に報告した。 

 
その後、原因調査を行う中で安全蒸気ボイラＢ号機が起動できないのは、

安全蒸気ボイラＡ号機の故障原因と共通的な要因の可能性が高いことがわか

ったことから、１０時０３分に、安全蒸気ボイラが２台故障したと判断し、保

安規定に基づき、安全蒸気ボイラが使用できない場合の措置として、前処理建

屋、分離建屋、高レベル廃液ガラス固化建屋での安全上重要な機器間における

高レベル濃縮廃液等の溶液の移送を禁止する措置を行った。なお、事象発生時、

一般蒸気設備が運転状態であることを当該設備の巡視点検記録から確認して

おり、漏えいが発生した場合でも漏えい液の回収が可能な状態であった。 

 
前日に安全蒸気ボイラの燃料ガス供給配管に設置されている弁を交換して

おり、その際に燃料ガス供給配管内に空気が残留した可能性があると考えたこ
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とから、安全蒸気ボイラＡ号機は通常の起動操作を繰り返し実施し、２２回目

の起動操作により、１１時５３分に起動を確認した。安全蒸気ボイラＢ号機に

ついては通常の起動操作を２６回繰り返し実施した後、燃料ガス供給配管内の

空気を追い出し燃料ガスへの置換を行い、１５時３５分に起動を確認した。（添

付資料３） 

 
５．３ 設備の復旧 

安全蒸気ボイラＡ号機及びＢ号機について、現場にて機器、系統が正常で

あることを確認するとともに、起動できることを確認した後、試運転を行い、

正常に作動することを確認した。 
このことから、安全蒸気ボイラＡ号機については、７月２２日１７時２１

分に、安全蒸気ボイラＢ号機については、７月２２日１８時０９分に復旧した

と判断した。 
なお、安全蒸気ボイラが使用できない場合の措置として実施した溶液の移

送禁止措置については、７月２７日に解除した。 

 
 

６．発生原因 

６．１ 安全蒸気ボイラ２台が不着火となり、２台故障となった直接原因 

６．１．１ 調査 

今回の事象において、安全蒸気ボイラが不着火となり、２台故障となっ

た直接原因について調査を実施した。 
（１）事象発生前の運転・保修の実績 

事象発生前における安全蒸気ボイラＡ号機及びＢ号機の運転・保修実

績について確認を行った。 
ａ．安全蒸気ボイラＡ号機 
平成２３年６月２４日～７月１４日：年次点検 
平成２３年７月１４日：年次点検後の試運転実施、起動できることを

確認 
平成２３年７月２１日：安全蒸気ボイラＡ号機及びＢ号機の燃料ガス

供給配管に設置された手動弁の交換作業実施 
平成２３年７月２２日：サーベランス運転実施、起動できず故障と判

断 

 
ｂ．安全蒸気ボイラＢ号機 

平成２３年６月２４日：サーベランス運転実施、起動できることを確認 
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平成２３年７月１４日：サーベランス運転実施、起動できることを確認 
平成２３年７月２１日：安全蒸気ボイラＡ号機及びＢ号機の燃料ガス

供給配管に設置された手動弁の交換作業実施 
平成２３年７月２２日：安全蒸気ボイラＡ号機を故障と判断したため

起動確認を実施、起動できず故障と判断 

 
上記から、安全蒸気ボイラＡ号機及びＢ号機ともに７月１４日の時点

では問題なく起動できていた。（添付資料４） 

 
（２）手動弁交換作業に係る状況 

「（１）事象発生前の運転・保修の実績」に示したように７月２１日に

燃料ガス供給配管に設置されている７台の手動弁の交換を実施している。 
今回交換を行った弁が設置されている燃料ガス供給配管は、２つある

ガスボンベユニットのどちらからでも安全蒸気ボイラＡ号機及びＢ号機

に燃料ガスが供給可能なようにするため、両系統を配管により接続して

いるが、両系統を接続する配管上には仕切りをするための弁を設置して

いないことから、弁交換作業においては、安全蒸気ボイラＡ号機、Ｂ号

機の２台を同時に動作不能として、系統に設置されている弁を保修した。 

 
弁交換作業は保修部門が行っており、保修作業開始前に運転部門が、

燃料ガス供給配管上にある電磁弁を閉止することで弁交換作業を行う範

囲を隔離し、運転部門から保修部門に対して当該範囲を操作移管※４する

手続きを行っている。 

 
※４ 系統のある範囲を系統の機能に影響が生じないように隔離することに

より、隔離された範囲内での弁操作等の権限を運転部門から保修部門

に移管すること。今回の弁交換においては、保修作業で行う行為によ

る影響が安全蒸気ボイラ側に波及しないように安全蒸気ボイラ側にあ

る電磁弁を閉止し、操作移管を行った。 

 
弁交換作業は、以下の手順で実施した。 

① 交換対象弁を含む作業対象配管を燃料ガス供給配管から隔離 
② 作業対象配管内の燃料ガスの抜き出し 
③ 弁の取り外し 
④ 新しい弁の設置 
⑤ 弁設置後の系統確認（燃料ガスを燃料ガス供給配管に供給し、交
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換部から漏えいのないことを圧力で確認）（添付資料５） 

 
弁交換作業では、協力会社は、作業安全の観点から、作業対象配管を

隔離した後に配管内に残留している燃料ガスを抜き出し、屋外に排出す

る作業（②の作業）を実施していた。なお、過去の弁交換では、交換対

象の弁近傍で隔離しガスを抜いていたが、今回交換した弁は、交換する

ことを前提とした設備構成ではなかったことからガスを抜く範囲が広く

なった。 
また、弁交換作業は、弁設置後の系統確認（⑤の作業）で終了した。 

 
６．１．２ 安全蒸気ボイラが不着火になった直接原因 

安全蒸気ボイラが不着火になった原因について、燃料系での異常、ボイ

ラ本体での異常、制御系での異常、系統状態の異常の観点で分析を行った。

（添付資料６） 
① 燃料系での異常 
燃料系での異常として、燃料供給圧力の異常、燃料ガスの不足、電磁

弁の動作不良、燃料ガス供給配管の不良に細分化し分析を行った。 
この結果、燃料供給圧力の異常、電磁弁の動作不良、燃料ガス供給配

管の不良については、運転記録の確認、７月２２日の安全蒸気ボイラの

着火の確認（後述のガス置換後の着火の確認）、７月２２日の復旧確認で

異常は確認されなかった。 

 
燃料ガスの不足については、「燃料ガスボンベ内のガスが不足してい

た」と「ガス濃度不足」が考えられた。 
「燃料ガスボンベ内のガスが不足していた」に関しては、７月２２日

に安全蒸気ボイラの着火が確認できた際に、系統内の各圧力計指示値が

通常の値を示しており、異常はないことが確認できている。 
「ガス濃度不足」に関しては、弁交換作業に当たり広い範囲の燃料ガ

スを抜いたこと、作業後に配管内の空気を燃料ガスに置換していないこ

と及び７月２２日における安全蒸気ボイラの再起動の状況を踏まえると、

安全蒸気ボイラＡ号機及びＢ号機の燃料ガス供給配管内に空気が残留し、

「ガス濃度不足」になっていたと考える。（添付資料７） 

 
② ボイラ本体での異常 
ボイラ本体での異常として、ボイラ燃焼装置の異常と送風機の異常に

細分化して分析を行った。ボイラ燃焼装置及び送風機については７月２
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２日の時点で各装置が正常に動作することを目視にて確認しており、結

果として異常は確認されなかった。 

 
③ 制御系での異常 
制御系での異常として、誤警報の発報による停止と電源系統の異常に

細分化して分析を行った。誤警報の発報による停止については、７月２

２日の警報が発報した際にボイラ側で実際に不着火であることを確認し

ており、電源系統については起動操作時に各機器が作動していることを

確認しており、結果として異常は確認されなかった。 

 
④ 系統状態の異常 
系統状態の異常として、系統構成の不備、運転操作ミスに細分化して

分析を行った。系統構成の不備については、７月２２日に目視にて系統

構成に異常がないことを確認しており、運転操作については運転手順書

に従って運転が行われていること、運転員が技術・技能認定を受けた者

であることを確認している。 

 
６．１．３ 安全蒸気ボイラが２台故障となった直接原因 

「６．１．１ 調査 （２）手動弁交換作業に係る状況」に示したとお

り、安全蒸気ボイラの燃料ガス供給配管は、２つのボンベユニットと２系

統の安全蒸気ボイラに共通的な系統として接続されているが、当該系統の

配管上には仕切りをするための弁が設置されていなかったことから安全蒸

気ボイラ２台を同時に動作不能として弁交換作業を行う必要があり、また、

仕切りをするための弁が設置されていなかったために７月２１日の弁交換

作業時は両系統内の燃料ガスがほとんど抜かれた状態であったことから、

その後、安全蒸気ボイラの運転確認を行った際には、「６．１．２ 安全蒸

気ボイラが不着火になった直接原因」に示した原因により、安全蒸気ボイ

ラが不着火となる状況に至ったものと考える。 
上記の理由から、燃料ガス供給配管が、安全蒸気ボイラ２系統に対して

仕切りをするための弁がなく、共通的な系統となっていたことが、安全蒸

気ボイラが２台故障となった直接原因であると考える。 

 
６．１．４ 直接原因 

安全蒸気ボイラＡ号機及びＢ号機が故障に至った直接原因は、下記の２

点と考えられる。 
① 弁交換前に燃料ガス供給配管内の燃料ガスを抜き出したが、交換後に
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燃料ガスに置換しなかったため、ガス濃度不足になった。 
② 燃料ガス供給配管が、安全蒸気ボイラ２系統に対して仕切りをするた

めの弁がなく共通的な系統となっていた。 

 
なお、これまでの弁交換では、隔離した範囲の燃料ガスの抜き出しは行

われていた（弁を固定しているフランジ部のボルトを徐々に緩めながらフ

ランジの隙間から燃料ガスを抜く（添付資料８））ものの、弁交換後に空気

の燃料ガスへの置換を行わなくても安全蒸気ボイラの着火で問題になるこ

とはなかった。これは、これまで交換していた弁が、元々交換することを

考慮していたことから、交換対象弁の近傍の弁で隔離できる構造となって

おり、隔離範囲が狭かったこと及び配管口径が小さいことから、配管内に

残留している空気が少なく、着火に対する影響が小さかったものと考える。

一方、今回交換した弁は、交換することを考慮した設備構成ではなく、交

換した弁近傍での隔離ができず、燃料ガスを抜く範囲が広くなり、抜き出

した燃料ガスの量が多くなったため、着火に対する影響が大きかった。 

 
６．２ 安全蒸気ボイラ２台が不着火となり、２台故障となった間接原因 

安全蒸気ボイラ２台が故障となった直接原因は「６．１．３ 安全蒸気ボ

イラが２台故障となった直接原因」に記載したとおりであるが、このような状

態に至った背景にある間接原因について調査、分析を行った。 

 
６．２．１ 調査 

（１）弁交換作業に係る社内手続き実績調査 
１）当初計画 
当初、弁交換作業については、安全蒸気ボイラの点検に併せて行い、

また、２系統ある安全蒸気ボイラを１系統ずつ点検する計画で社内手

続きを行った。 
当該弁は、設計段階では定期的に交換等を行わない事後保全対象で

あったが、過去に発生した安全蒸気ボイラの不適合の対策として定期

的に交換等を行う予防保全対象に見直しており、今回初めて交換する

ことを計画した。 
社内手続きとして、以下を作成した。 
① 保修作業実施計画書 
作業内容、保安上必要な措置等を記載した書類で、実施する保修

作業が安全上重要な設備の安全機能に係る作業である場合に、保安

規定に基づき作成する。 
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また、保修作業実施計画書の作成手順等を定めた保安規定の下部

規定として保守計画策定細則がある。 
今回の保修作業対象である安全蒸気ボイラは、安全上重要な設備

であり、ボイラ点検を行うために安全蒸気ボイラを動作不能とする

必要があることから、保修作業実施計画書を作成した。 
保修部門は、実際に保修作業を行う協力会社から契約に基づき受

領する業務要領書等をもとに保修作業実施計画書を作成し、運転部

門に確認を得るとともに工場長、核燃料取扱主任者の審査を受け、

事業部長の承認を得た。 
保修作業実施計画書に記載すべき事項である保修作業の内容（保

修範囲等がわかる程度の作業項目）や作業期間については、ボイラ

点検作業を委託している協力会社が作成した業務要領書（点検の内

容、手順、スケジュール、安全上の要求事項等が記載された図書）

の記載内容に基づき作成している。 
② 作業票 
作業内容、作業期間、操作移管の有無、系統隔離等の安全処理事

項等を記載した書類で、保安規定の下部規定である作業実施細則に

基づき作成する。作業票には、添付資料として隔離表や業務要領書

が付けられており、保修作業の詳細な内容は業務要領書により確認

できるようになっている。 
保修部門は、作業票作成後、運転部門との協議、核燃料取扱主任

者への報告を行った後、運転部門の承認を得た。なお、作業票の手

続きは、「２）計画変更」に示す保修作業実施計画書の改正作業と並

行して行った。 

 
２）計画変更 
作業票に関する社内手続きの実施中に、弁交換作業を行う対象の範

囲が当初の計画のように安全蒸気ボイラ１台ずつで保修を行うことが

できない系統構成であることに気が付き、当該弁交換作業について安

全蒸気ボイラ２台を同時に保修するということを前提とした作業内容

等で保修作業実施計画書を修正し、上記の確認・審査を行った。この

際、安全蒸気ボイラを２台同時に動作不能とすることを考慮し、保安

上の措置として、保安規定に定められた移送禁止等の措置を講じるこ

とについての記載は追加した。しかし、２台同時に動作不能として保

修作業を実施する場合に想定されるリスクについての評価やその対応

策についての記載はなかった。また、弁交換作業に当たって動作不能
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とした安全蒸気ボイラについて、作業終了後に、所定の性能を維持で

きていることを確認する方策についての記載はなかった。 
上記審査の過程において、核燃料取扱主任者から、当該弁交換を安

全蒸気ボイラＡ号機の本体点検期間初期に実施するという計画に対し

て、保修作業中に安全蒸気ボイラが必要となった際の迅速な復旧が行

えるよう安全蒸気ボイラＡ号機の本体点検（試運転実施）後に、弁交

換作業の実施時期を変更するようコメントを受けたことから、保修作

業実施計画書の一部を修正した後、事業部長の承認を得た。 

 
なお、上記のとおり、保修作業実施計画書は改正を行っているが、

当該計画書作成の際に使用した業務要領書では、ボイラ本体点検の一

部として弁交換を扱っており、弁交換については弁取り外し、弁取り

付けという項目が記載されている程度であり、作業時期の変更はある

ものの、作業内容が変わるものではないと考え、変更は行っていない。

作業票についても、作業内容や作業期間等の記載内容に変更はなく、

作業票に添付されている隔離表についても、弁交換作業の実施時期を

変更した場合でも同じ隔離表が使えるため、変更は行わなかった。 

 
（２）事実関係の整理 

「６．２．１ （１）弁交換作業に係る社内手続き実績調査」で得ら

れた情報や弁交換作業に関係した部署への聞き取り等の結果をもとに、

作業計画の段階、保修作業実施計画書の作成・改正の段階、作業票に係

る運転部門と保修部門の確認の段階、現場での作業確認の段階等におい

て、何を行い、どのような問題があったのかを整理し、出来事流れ図を

作成した。（添付資料９） 

 
６．２．２ 要因分析 

「６．２．１ 調査 （２）事実関係の整理」において作成した出来事

流れ図により各種の問題点が抽出され、その中から今回の事象の分析の起

点となる問題点として、安全蒸気ボイラが２系統同時にガス濃度不足にな

ったこと、ガス濃度不足のまま系統除外を解除したことが抽出された。こ

の２つの問題点の背景にある間接原因を導き出すため要因分析を行った。

（添付資料１０） 

○ 安全蒸気ボイラが２系統同時にガス濃度不足となったこと 

安全蒸気ボイラのような安全上重要な設備は、通常は、安全蒸気ボイ

ラの今回の保修作業に係る当初計画のように１系統ずつ動作不能状態と
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して保修を実施しているが、当該弁の交換作業については、多重化して

いる系統が配管でつながっており、仕切りをするための弁が設置されて

いないことから、安全蒸気ボイラを２系統とも動作不能とした作業を初

めて行った。 

安全蒸気ボイラの場合、保安規定で２系統とも動作不能となった場合

に講じる措置について規定はしているものの、２系統とも動作不能とし

て作業を行うことは、非常に特殊な作業である。 

特殊な作業を行っているということを踏まえ、「なぜ２系統同時に保

修を行ったのか」「２系統同時に保修作業を行うためにどのような評価

を行ったのか」「なぜ保修作業を行う中でガス濃度不足になったのか」

という点について分析を行った。 

 

○ ガス濃度不足のまま系統除外を解除したこと 

安全上重要な設備の保修作業で設備が動作不能状態になる場合には、

運転している系統から外すための「系統除外」、保修作業が終了した時

点で系統に戻すための「系統除外解除」という手続きを行うこととして

いる。「系統除外解除」を行う際には、設備の機能が動作可能な状態に

なっていることが求められるが、今回の弁交換作業の際には、「系統除

外解除」の時点で、実際はガス濃度不足で安全蒸気ボイラの機能は動作

可能な状態になっていなかった。これらの手続きの中での判断の経緯を

踏まえ、「運転部門、保修部門において、なぜ系統除外の解除が可能な

状態であると考えたのか」という点について分析を行った。 

  

６．２．３ 間接原因 

要因分析の結果、安全蒸気ボイラが不着火になり２系統が故障に至った

間接原因は、 

① 安全上重要な設備の保修作業に対するリスク評価不足 

② 保修後の設備の引渡し状態に対する確認不足 

③ 隔離範囲の把握不足 

④ 作業手順の把握不足 

⑤ 燃料ガス供給系統の保修に関する知見・経験及び工事監理員の役割に

対する理解の不足 

の５つに分類された。 

各々の分類において、主要な原因が洗い出された流れを以下に示す。 

① 安全上重要な設備の保修作業に対するリスク評価不足 

安全蒸気ボイラを２系統動作不能として弁交換作業を行う計画を立て

10 



た際に、安全上重要な設備が動作不能となる状態を可能な限り回避する

こと、代替措置の必要性を検討することに思いが至らず、安全上重要な

設備が２系統動作不能となることが特殊な作業であり可能な限り避ける

必要があるという認識がなかった。 

また、保修作業実施計画書の審査過程で核燃料取扱主任者の指摘によ

り、保修作業中に発生するリスクに対する評価として、２系統動作不能

な時間を可能な限り短くするという対応は行っているものの、今回の保

修作業が、減圧弁のような調整機能を持っていない手動弁の交換であり、

安全上重要な設備を２系統動作不能として保修を行うことをこれまでに

実績のある１系統動作不能として保修を行うことの延長として考えたこ

となどにより、保修作業中に安全蒸気ボイラの起動が必要となった場合

に２系統とも速やかに起動できないといったリスクや保修作業後に安全

蒸気ボイラが起動できないといったリスクについての評価までは実施で

きていなかった。 

核燃料取扱主任者の指摘により実施した保修作業中に発生するリスク

に対する評価についても、短時間で設備を復旧させる必要があると考え、

作業時間の確認等は行っていたが、確認方法が十分ではなかったことか

ら作業準備、復旧等の時間が考慮されておらず、結果として十分な評価

ではなかった。 

また、保安規定に記載された措置はリスクを低減するための最低限の

措置であり、更なるリスク低減に対する検討を行う必要があるというこ

とに思いが至らなかったことや、過去の弁交換と同様と考えたこと等に

より、保安規定で定めている２系統動作不能の場合に採るべき措置が実

施できれば、２系統を動作不能として保修を行っても問題ないと考えた。 

保安規定で保修作業実施計画書の作成を要求している等、安全上重要

な設備の保修作業の計画は重要であるにもかかわらず、安全上重要な設

備の保修作業に対するリスク評価に足りない部分があったため、安全蒸

気ボイラ２台が故障する事態に至ったことから、「安全上重要な設備の

保修作業に対するリスク評価不足」が最も重要な原因であると考える。 

 

② 保修後の設備の引渡し状態に対する確認不足 
安全蒸気ボイラを２系統動作不能として弁交換作業を行う計画を立て

た際に、これまでの保修作業において、保修作業終了後は設備に求めら

れる状態を満足した状態で設備が引き渡されていたという経験等により、

保修終了後の設備の状態について確認していなかった。 
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③ 隔離範囲の把握不足 

当該弁を事後保全対象から予防保全対象に変更した以降、最初の点検

を協力会社に委託することを計画した委託仕様書検討段階及び業務要領

書作成段階において設計図書・現場を確認していなかったこと、作業方

法・作業範囲の検討等を協力会社に任せていたこと等により、弁交換作

業時に隔離が必要な範囲が過去の弁交換よりも広いことを把握していな

かった。 

これらは、今回の弁交換作業が特殊な作業と認識できなかった要因で

あり、①及び②の背景にある原因と考えられる。 

 

④ 作業手順の把握不足 

協力会社が作成し提出した業務要領書を確認する際に、作業方法・作

業範囲の検討等を協力会社に任せていたことから作業手順が記載された

業務要領書の確認が十分ではなく、作業手順の把握が不足していた。 

また、作業項目の記載程度などを示した当社の業務要領書の作成に係

るマニュアルに従って業務要領書を作成することを協力会社に対して徹

底していなかったこと、また、当該マニュアルに従った内容になってい

るかの確認を行っていなかったことから、交換対象を含む作業対象配管

を隔離した後に配管内に残留している燃料ガスを抜き出すという作業が

行われることを把握できなかった。 

これらは、弁交換作業におけるリスクを正しく認識できず、過去の弁

交換と同様の作業と考えた要因であり、①及び②の背景にある原因と考

えられる。更に、作業手順の把握が不足していたことに加え、交換対象

が調整機能を持っていない手動弁であるということが重なり、弁交換終

了後における安全蒸気ボイラの機能確認（試運転）は不要と考えたこと

は、②の背景にある原因と考えられる。 

また、上記③に示したように、業務要領書の確認を行う際に、設計図

書・現場の確認を行っていなかったために、弁交換作業時に燃料ガスを

抜き出す必要のある範囲が広いことが認識できていない等、結果として

作業手順の把握が不足したと考えられ、③は本項目の背景にある原因と

考えられる。 

 

⑤ 燃料ガス供給系統の保修に関する知見・経験及び工事監理員の役割に

対する理解の不足 

弁交換作業時において、弁交換後の漏えい確認時に燃料ガスの供給を

行った際に、実際は配管内に安全蒸気ボイラを着火するために必要なガ
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ス濃度が確保されていない状態であったが、配管内の圧力が通常の圧力

になったことで運転可能な状態であると考えており、ガス系統の保修に

関する知見・経験が不足していた。 

また、工事監理員は、現場で行われる作業の内容を把握した上で、行

われている作業が計画どおり実施されているか、計画外の作業が行われ

ていないか等を確認することが役割であるが、現場経験が浅かったこと

もあり、現場で確認した作業がその後の運転に対してどのような影響を

与えるかについて認識できておらず、工事監理員の役割に対する理解が

不足していた。 

 
６．３ 発生原因のまとめ 

安全蒸気ボイラ２台が故障に至った直接原因及び間接原因については以下

のとおりであった。 
【直接原因】 
① 弁交換終了時のガス置換の未実施によるガス濃度不足 
② 両系統の燃料ガス供給配管を接続する配管上への仕切りをするための

弁の未設置 
【間接原因】 
① 安全上重要な設備の保修作業に対するリスク評価不足 

② 保修後の設備の引渡し状態に対する確認不足 
③ 隔離範囲の把握不足 

④ 作業手順の把握不足 
⑤ 燃料ガス供給系統の保修に関する知見・経験及び工事監理員の役割に対

する理解の不足 

 
 

７．対策 

本事象の原因に対する対策を検討した。（添付資料１１） 
なお、１０月１４日に実施した当社再処理事業部における組織改正により、

運転部門の各施設の運転を行う要員と設備管理や運転計画の検討等を行う要員

をそれぞれ運転部と新たに組織した各施設部に分けるとともに、保修部門の各

施設の機械設備の保修を行っている要員を各施設部に統合した。対策について

は、この点を踏まえた記載としている。 
（１）直接原因 

① 弁交換終了時のガス置換の未実施によるガス濃度不足への対策 
弁交換作業において配管内に多量の空気が残留する場合には、保修作

13 



業の最終確認として着火確認を行うこととする。また、着火操作を繰り

返す状況にならないよう、弁交換作業後に燃料ガスへの置換を行うとと

もに、ガス検知器を用いてガス濃度が所定の濃度であることを確認する

（添付資料１２）。これらの手順を標準施工手順として定める。 
② 両系統の燃料ガス供給配管を接続する配管上への仕切りをするための

弁の未設置への対策 
今回実施した弁等の交換作業等において、安全蒸気ボイラ１系統ずつ

単独系統で保修できるよう仕切りをするための弁を設置する。 

 
（２）間接原因 

① 安全上重要な設備の保修作業に対するリスク評価不足への対策 

安全上重要な設備の保修作業を計画する際には、保修時に設備を２系

統動作不能な状態にすることは極力避けることとし、回避困難な場合に

は代替措置について必要性・実現性を検討する。また、代替措置が実施

できず２系統を動作不能とした保修作業を行う場合に、保修作業中に安

全蒸気ボイラの起動が必要となった場合に２系統とも速やかに起動でき

ないといったリスクや、保修作業後に安全蒸気ボイラが起動できないと

いったリスクを評価する。 
上記の評価結果についての担当部門における審査が確実に行われるよ

う、これらの結果を保修作業実施計画書に記載する。 
上記を保修作業実施計画書の作成に関連するルールに記載する。 
また、保安規定で定めている２系統動作不能の場合に採るべき措置が

実施できれば２系統を停止して保修を行っても問題ないと考えたことに

対しては、安全上重要な設備の機能が損なわれた場合の影響とそれを踏

まえた保安規定要求の内容について、保安規定に関する教育の中での説

明を実施している。 
 

② 保修後の設備の引渡し状態に対する確認不足への対策 

保修作業を計画する際に、保修終了後に当該設備が設備に求められる

状態になるよう作業方法を検討することとし、この結果及び設備に求め

られる状態となっていることの確認方法（引渡し条件）について保修作

業実施計画書に記載する。 

上記を保修作業実施計画書の作成に関連するルールに記載する。 

なお、当該設備に対しては、組織改正後、本報告の要因分析等で示し

た当該弁交換作業等を担当していた保修部門と運転部門が一つの組織と

なったことから、保修作業実施計画に係るルールにある協議が手続き上
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は必要なくなるため、当該組織の中で記載事項の確認を行い、担当課長

がこれを審査することとする。 

 

③ 隔離範囲の把握不足への対策 

業務要領書の確認を行う際、自ら設計図書・現場の確認を行い、作業

方法や隔離範囲の検討を行うこととする。この点を含めた業務要領書確

認のポイントを記載したチェックシートを新たに作成し運用する。 

上記を保修作業に関連するルールに記載する。 

また、委託仕様の検討を行う際、現場の状況を可能な限り確認するこ

とや設計図書により点検対象の確認を実施することを関係者に周知した。 

 

④ 作業手順の把握不足への対策 

業務要領書の確認段階において、業務要領書が当該要領書作成に係る

マニュアルに従って作成されており、作業手順・作業内容が適切である

ことを自ら確認する。この点を含めた業務要領書確認のポイントを記載

したチェックシートを新たに作成し運用する。 

上記を保修作業に関連するルールに記載する。 

また、協力会社に対して、業務要領書作成方法を示したマニュアルが、

契約に基づき遵守すべき当社規定類であることを明確に示す。 

 

⑤ 燃料ガス供給系統の保修に関する知見・経験及び工事監理員の役割に

対する理解の不足への対策 
ガス系統の保修に対する経験不足を補うため、安全蒸気ボイラの燃料

ガス取扱いに関する注意点及びガスを広範囲で抜き出す可能性がある燃

料ガス系機器の標準施工手順を定めたマニュアルを作成し、当該設備関

係者に教育する。 

また、保修作業に携わる要員に対して、工事監理員としての役割（作

業安全の確保、手順書の遵守、作業内容及び現場状況の把握）を再教育

する。特に、現場経験の少ない工事監理員に対しては、指導員が現場に

おいて、工事監理員としての役割に関する指導を徹底する。 
今回の事象の発生原因の調査の過程では、自ら現場を確認することや

自ら考えることが不足していたことも抽出されたことから、保修作業に

携わる要員に対して、作業計画段階におけるリスク評価の重要性や、上

記③及び④の対策としてチェックシートによる確認を行うこととした自

ら設計図書・現場を確認し作業内容・作業手順が妥当であることの確認

を行う必要性について教育を実施する。 
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また、上記の教育については、実施結果の確認を行う。 

 
８．類似機器での類似事象の発生防止 

類似事象の再発防止のための対応を考える上で、「７．対策」に示した各対策

を、対策を講じる対象に応じて分類することにより、実施すべき内容及び対象

が整理できると考え、以下のとおり分類した。（各対策分類と原因との関係につ

いては添付資料１１参照） 
（１）燃料ガスを取り扱う設備に対する保修手順の作成に係る対策 

（７．（１）①） 
（２）設備の改善に係る対策（７．（１）②） 
（３）保修作業による影響評価に係る対策（７．（２）①及び②） 
（４）保修に関する運用に係る対策（７．（２）③及び④） 
（５）保修業務、設備に対する知識向上等に係る対策（７．（２）⑤） 

 
分類毎に類似事象の発生防止を整理した。 
（１）燃料ガスを取り扱う設備に対する保修手順の作成に係る対策 

安全蒸気ボイラが不着火になった原因に対する対策については、安全蒸

気ボイラのように、燃料としてガスを用いた着火設備を有している設備、

不着火等の故障により保安規定上機能喪失として取扱う対象という観点で、

類似機器での類似事象の発生の可能性について調査を行った結果、対象と

なる設備はなかった。 
なお、安全上重要な設備以外の設備には燃料としてガスを用いた着火設

備を有している設備があるため、燃料ガス系の設備の保修作業における燃

料ガスの抜き出し作業、燃料ガスへの置換作業等の確認を隔離作業実施マ

ニュアルのチェックシートに追加し、作業前の検討段階で確認・調整を行

うこととする。 

 
（２）設備の改善に係る対策 

多重化している設備を対象として、保修作業時に複数系統ある設備を全

て停止する必要のある設備の有無を調査し、必要な設備対応を計画的に講

じる。（添付資料１３） 
なお、対策が必要な設備については、設備対応工事や不具合により複数

系統ある設備を全て停止する場合のリスク評価を行い、リスクを低減する

ための対策をあらかじめ講じておくことにより、同様の事象の発生防止や

早急な復旧を可能とする。 
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17 

（３）保修作業による影響評価に係る対策 
保修作業実施計画書の作成に関連するルールについては、再処理施設共

通で使用するため、類似事象の発生防止を図ることができる。 

 
（４）保修に関する運用に係る対策 

現場施工を伴う保修・改造工事の協力会社への委託を実施する他部門（他

の施設の運転・保修を担当する箇所及び放射線管理部門）に対して、設計

図書・現場を確認し、作業手順・作業内容が適切であることを自ら確認す

るためのチェックシートを運用する。なお、業務要領書作成に係るマニュ

アルを運用していない部門においては、類似マニュアルの新規作成又は既

に運用している「業務実施（又は工事）要領書の運用及び作成マニュアル」

の準用にて対応する。 

 
（５）保修業務、設備に対する知識向上等に係る対策 

安全蒸気ボイラが不着火になった原因に対する対策については、安全蒸

気ボイラのように、燃料としてガスを用いた着火設備を有している設備、

不着火等の故障により保安規定上機能喪失として取扱う対象という観点で、

類似機器での類似事象の発生の可能性について調査を行った結果、対象と

なる設備はなかった。ただし、他のガス系統を運転・保修する部門におけ

る知識の向上のため、これら部門に対して今回の事例を周知する。 
また、現場施工を伴う保修・改造工事を実施する他部門（他の施設の運

転・保修を担当する箇所及び放射線管理部門）の保修作業に携わる要員に

対して、工事監理員としての役割（作業安全の確保、手順書の遵守、作業

内容及び現場状況の把握）を再教育する。 
さらに、現場施工を伴う保修・改造工事を実施する他部門（他の施設の運

転・保修を担当する箇所及び放射線管理部門）に対して、作業計画段階にお

けるリスク評価の重要性や上記（４）の対応としてチェックシートによる確

認を行うこととした自ら設計図書・現場を確認し作業内容・作業手順が妥当

であることの確認を行うことの必要性について教育を実施する。 
上記の教育については、実施結果の確認を行う。 

 
なお、上記の対策により改正を行うルールについては、改正箇所及び改正理

由について、当該ルールを使用する部署に対して周知を行う。 
 

以 上 



添付資料１ 

前処理建屋地上１階

（非管理区域） 

 
添

付
資

料

 
 

 

 

安全蒸気Ｂ室 安全蒸気Ａ室 

安全蒸気 

ボイラＡ号機 

安全蒸気 

ボイラＢ号機 

前処理建屋 

 

安全蒸気ボイラ配置図 
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安全蒸気ボイラ　系統図

安全蒸気ボイラ
Ｂ号機

主バーナ

パイロット
バーナ圧力計

LPGボンベユニットＢ

蒸気

減圧弁

LPGボンベユニットＡ

安全蒸気ボイラ燃料ボンベ室

減圧弁

流量計

M

安全蒸気ボイラ
Ａ号機

主バーナ

パイロット
バーナ

流量調整弁

減圧弁

圧力計

蒸気

圧力計

圧力計

流量計

添
付
資

料
２

減圧弁

再処理工場の
各建屋へ供給

安全蒸気Ｂ室

安全蒸気Ａ室

圧力計圧力計圧力計

送風機

送風機

S

S S

S

M

流量調整弁

減圧弁

減圧弁

圧力計圧力計圧力計

S

S S

S

電磁弁

電磁弁

電磁弁

電磁弁

1
9

パイロットバーナ：安全蒸気ボイラの点火用のバーナ
主バーナ：ボイラに安定した燃料を供給するための燃焼用のバーナ



再処理工場 前処理建屋における安全蒸気ボイラ２台の故障の詳細時系列 

 

５月２４日 ・保修部門にて安全蒸気ボイラ年次点検の保修作業実施計画書作成（初版）（５月

３１日事業部長承認）→ 弁交換の実施日は６月２７日（試運転前） 

６月１３日 ・保修部門にて安全蒸気ボイラ年次点検の保修作業実施計画書修正（改正１）（６月

１５日事業部長承認）→ 弁交換の実施日を７月１４日の試運転後に変更 

６月２４日 ・安全蒸気ボイラＢ号機 サーベランス運転（Ａ号機の系統除外前の確認を兼ねて

実施）※１、２ → 異常なし 

・安全蒸気ボイラＡ号機 系統除外及び隔離実施 

・安全蒸気ボイラＡ号機の点検開始 

・保安規定第３７条に基づく措置実施（溶液の移送を必要とする工程停止及び保安

上必要な場合を除き当該移送の禁止措置） 

７月１日 ・保修部門にて安全蒸気ボイラ年次点検の保修作業実施計画書修正（改正２）（７月

１３日事業部長承認）→ 弁交換の実施日を７月２０日～２１日に変更 

７月１４日 ・安全蒸気ボイラＡ号機 隔離解除 

・安全蒸気ボイラＡ号機 点検後の試運転※３ → 異常なし 

・安全蒸気ボイラＡ号機 系統除外解除 

・安全蒸気ボイラＢ号機 サーベランス運転※１ → 異常なし 

７月２１日 ・弁交換のため、安全蒸気ボイラＡ号機、Ｂ号機を系統除外 

・安全蒸気ボイラ設備の燃料ガス供給配管に配置された手動弁（７箇所）交換実施 

・弁交換終了のため、安全蒸気ボイラＡ号機、Ｂ号機を系統除外解除 

７月２２日 

５：４９～ 

７：１４ 

 

・安全蒸気ボイラＡ号機 サーベランス運転（Ｂ号機の系統除外前の確認を兼ねて

実施）※１、２ → ５回目不着火（故障と判断） 

 ８：０１～ ・安全蒸気ボイラＢ号機 Ａ号機の故障のためのＢ号機の起動確認※４ 

８：２２ 

８：０５ 

８：４５ 

→ ３回目不着火 

・六ヶ所対応会議立ち上げ 

・安全蒸気ボイラの２台故障の可能性があり、「使用済燃料等を限定された区域に閉

じ込める機能の喪失又は喪失のおそれ」に該当すると六ヶ所対応会議にて判断 

８：５３ ・第１報ＦＡＸ発信 

９：５３～ 

１１：４６ 

・安全蒸気ボイラＡ号機 起動確認（この間、連続的に起動操作を実施したが着火

しなかった） 

添付資料３
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１０：０３ ・安全蒸気ボイラの２台故障と判断し、統括当直長が前処理建屋、分離建屋、高レ

ベル廃液ガラス固化建屋の安全上重要な機器間における高レベル濃縮廃液等の溶

液の移送を禁止する措置を実施 

１１：５３ ・安全蒸気ボイラＡ号機 起動（再起動操作２２回目） 

 １５：１４～ 

１５：１９ 

・安全蒸気ボイラＢ号機 燃料ガスの供給調整作業（燃料ガスへの置換）実施 

 １５：３５ ・安全蒸気ボイラＢ号機 起動（燃料ガスの供給調整作業後の再起動操作２回目） 

 

※１ 安全蒸気ボイラＡ号機又はＢ号機が要求される機能を満足していることの定期確認（確認頻

度：１回／月）のため、運転を実施。 

 

※２ 安全蒸気ボイラＡ号機又はＢ号機が系統除外（保安規定上の設備に求められる状態外）に移行

する際に、保安規定で要求されている措置として他のボイラを起動し、運転可能であることを

確認する必要があるため、運転を実施。 

 

※３ 安全蒸気ボイラ本体の点検終了後、安全蒸気ボイラＡ号機を起動し、要求される機能を満足し

ていることを確認するため、運転を実施。 

 

※４ 安全蒸気ボイラＡ号機が、要求される機能を満足していないことが確認された（保安規定上の

設備に求められる状態外となった）ことから、保安規定で要求されている措置として他のボイ

ラを起動し、運転可能であることを確認するため、運転を実施。 



添付資料４

安全蒸気ボイラＡ号機 安全蒸気ボイラＢ号機

6日 サーベランス運転
→異常なし

30日 サーベランス運転
→異常なし

6日 サーベランス運転
→異常なし

24日

→異常なし
系統除外
隔離実施
安全蒸気ボイラ点検開始
（安全蒸気ボイラＡ号機本体点検開始）

隔離解除
点検後の試運転→異常なし
安全蒸気ボイラＡ号機本体点検終了
系統除外の解除

サーベランス運転
→異常なし

移送禁止措置の実施（保安上必要な場合を除く）
系統除外
隔離実施
弁交換
隔離解除
系統除外の解除
移送禁止措置の解除

→不着火発生
Ａ号機の故障のためのＢ号機の起動確認
→不着火発生

安全蒸気ボイラＡ号機及びＢ号機の時系列

2011年
6月

14日

21日

サーベランス運転（Ａ号機の系統除外前の
確認を兼ねて実施）

サーベランス運転（Ｂ号機の系統除外前
の確認を兼ねて実施）

22日

2011年
7月

時系列

2011年
5月

安全蒸気ボイラＢ号機
本体点検期間

6/24
　▽

8/19
　▽

安全蒸気ボイラ点検期間

安全蒸気ボイラＡ号機
本体点検期間6/24

　▽

8/19
　▽

　7/21
　　▽
弁交換

7/14
　▽

7/22
▽

【点検の予定】
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７月２１日の弁交換時の隔離状況

安全蒸気ボイラ
B号機

主バーナ

パイロット
バーナ圧力計

LPGボンベユニットＢ

蒸気

減圧弁

LPGボンベユニットＡ

減圧弁

流量計

M

安全蒸気ボイラ
A号機

主バーナ

パイロット
バーナ

流量調整弁

減圧弁

圧力計

蒸気

圧力計

圧力計

流量計

交換を実施した弁

減圧弁

再処理工場の
各建屋へ供給

安全蒸気B室

安全蒸気A室

圧力計圧力計圧力計

大気放出

送風機

送風機ホース

S

S S

S

M

流量調整弁

減圧弁

減圧弁

圧力計圧力計圧力計

S

S S

S

電磁弁

電磁弁

電磁弁

電磁弁

ボンベの止弁を閉

ボンベの止弁を閉

バーナ運転スイッチ「切」
ガス漏えい検知器「切」

バーナ運転スイッチ「切」
ガス漏えい検知器「切」

大気放出

ホース

ボイラ停止状態では電磁弁は常時
「閉」

ボイラ停止状態では電磁弁は常時「閉」

圧力計を取り外しコンプレッサで
燃料ガスを押し出し

添
付

資
料

５

2
3

空気

安全蒸気ボイラ燃料ボンベ室

弁状態「開」 弁状態「閉」



添付資料６

事実 要因１ 要因２ 要因３ 要因４ 要因５

安全蒸気ボイラ
A号機及びB号
機が不着火と

なった

燃料系での
異常

燃料供給圧力
の異常

減圧弁故障

ガス濃度不足
接続部からの
空気の流入

燃料ガス供給
系統の弁交換
後の空気の

残留

燃料ガス供給
系統の弁交換

後のガス置換を
行わなかった

燃料ガス供給
配管の不良

燃料ガス供給
配管への空気

の混入

接続部からの
空気の流入

燃料ガス供給
配管の閉塞

電磁弁の動作
不良

電磁弁が
開動作しない ×

（2011/7/22着火確認)
ボイラが起動した際に、電磁弁（燃料遮断弁）の開作動音を現場にて確認した。
パイロットバーナ、主バーナの着火が確認されたことから正常に動作していると判断した。
（2011/7/22復旧確認）
設備復旧後に安全蒸気ボイラA号機のサーベランス運転を実施し、現場計器にて蒸気圧力が1.24MPa（基準値：1.18MPa
以上）であること及び蒸気流量が1100kg/h（基準値：1000kg/h以上）であり要求されている機能を満足していることから、
設備機能に影響を与えるような電磁弁の動作不良はない。
また、安全蒸気ボイラB号機についてもサーベランス運転を実施し、現場計器にて蒸気圧力が1.25MPa（基準値：1.18MPa
以上）であること及び蒸気流量が1100kg/h（基準値：1000kg/h以上）であり要求されている機能を満足していることから、
設備機能に影響を与えるような電磁弁の動作不良はない。

ボイラ本体での
異常

系統状態の
異常

系統構成の不
備（系統上の弁
等の状態間違

い）

×

電源系統の
異常

ボイラ燃焼装置
の異常

送風機が起動
しなかった

送風機の異常

着火装置（パイ
ロットバーナ）の

故障

点火装置（イグ
ナイタ）が劣化

していた

接続部の不良
（2011/7/22現場確認)
室内に設置しているガス検知器（設定値0.45vol%）は発報していなかった。
また、現場確認にて、ガス漏れの異臭・異音がないことを確認した。

× （2011/7/22着火確認)
ボイラ着火時にボイラ本体に設置されている覗き窓からパイロットバーナが着火することを目視にて確認した。

×

（2011/7/22応急処置)

ボイラ起動時にボイラ本体に設置されている覗き窓からイグナイタ
※

が正常に動作（スパーク）していることを目視にて確
認した。
※点火のために火花を出す装置

×

（2011/7/22現場確認)
安全蒸気ボイラの燃料ガス供給系統内の各圧力計指示値は下記の通り正圧の値を示していたことから接続部からの空
気の流入はない。
　【ＬＰＧボンベユニットＢ】
　・減圧弁前圧力計指示値：0.71MPa　（基準値：0.25～1.56MPa）
　・減圧弁後圧力計指示値：0.198MPa　（基準値：0.16～0.24MPa）
　【安全蒸気ボイラＡ号機】
　・流量計出口圧力計指示値：0.081MPa　（基準値：0.01～0.98MPa）
　【安全蒸気ボイラＢ号機】
　・流量計出口圧力計指示値：0.086MPa　（基準値：0.01～0.98MPa）

(2011/7/22着火確認）
燃料ガス供給系統上の積算流量計の指示値が増加したことから、閉塞により燃料ガスが遮断されている状態ではなかっ
た。
（2011/7/22復旧確認）
設備復旧後に安全蒸気ボイラA号機のサーベランス運転を実施し、現場計器にて蒸気圧力が1.24MPa（基準値：1.18MPa
以上）であること及び蒸気流量が1100kg/h（基準値：1000kg/h以上）であり要求されている機能を満足していることから、
設備機能に影響を与えるような閉塞はない。
また、安全蒸気ボイラB号機についてもサーベランス運転を実施し、現場計器にて蒸気圧力が1.25MPa（基準値：1.18MPa
以上）であること及び蒸気流量が1100kg/h（基準値：1000kg/h以上）であり要求されている機能を満足していることから、
設備機能に影響を与えるような閉塞はない。

×

減圧弁の動作
が不良であった

安全蒸気ボイラが不着火になった原因に対する要因分析図

（2011/7/22現場確認)
ボイラ起動時にボイラ本体に設置されている覗き窓からイグナイタが正常に動作（スパーク）していることを目視にて確認
した。
ボイラ補機（送風機等の電動機）が動作していることを確認した。
(2011/7/22着火確認）
着火が確認されたことから電気系統は正常であることを確認した。

制御系での
異常

警報装置が
故障していた ×

(2011/7/22応急処置）
ボイラ起動前にアラームテストを実施し、警報装置に異常がないことを確認した。
また、７月２２日の警報が発報した際にボイラ側で実際に不着火であることを確認しており、「不着火・失火」警報発報後、
リセット操作により警報が復旧したことから警報装置に異常はなかった。

誤警報の発報
により停止した

×

(2011/7/22応急処置）
ボイラ起動時に、送風機が起動することを目視にて確認した。

（操作手順確認）
今回のサーベランス運転は、運転手順書に従い操作を実施し、同手順書はサーベランス運転でも使用していて、問題は
なかった。また、運転員は社内の座学と実技による試験に合格し、社内規定で定める技術・技能認定試験に合格してい
る。

評価

（運転記録の確認）
２０１１年７月１４日１直帯に安全蒸気ボイラA号機の試運転を実施し、現場計器にて蒸気圧力が1.2MPa（基準値：1.18MPa
以上）であること及び蒸気流量が1100kg/h（基準値：1000kg/h以上）であり要求されている機能を満足していることを確認
した。同日３直帯に安全蒸気ボイラB号機のサーベランス運転を実施し、現場計器にて蒸気圧力が1.24MPa（基準値：
1.18MPa以上）であること及び蒸気流量が1090kg/h（基準値：1000kg/h以上）であり要求されている機能を満足しているこ
とを確認した。
その後、保修及び調整作業は実施していない。
（2011/7/22現場確認）
LPGボンベユニットBの減圧弁については、減圧弁入口の圧力計指示値が0.71MPa（基準値：0.25～1.56MPa）であり、減圧
弁出口の圧力計指示値が安全蒸気ボイラA号機で0.081MPa、安全蒸気ボイラB号機で0.086MPa（基準値：0.048～
0.170MPa）となっていたことから基準値まで減圧していることを確認している。
(2011/7/22着火確認）
安全蒸気ボイラA号機の主バーナの減圧弁については、ボイラ着火後の減圧弁入口の圧力計指示値が0.078MPa（基準
値：0.048～0.170MPa）であり、減圧弁出口の圧力計指示値が12kPa（基準値：15kPa以下）となっていたことから基準値まで
減圧していることを確認している。
また、安全蒸気ボイラB号機の主バーナの減圧弁については、ボイラ着火後の減圧弁入口の圧力計指示値が0.078MPa
（基準値：0.048～0.170MPa）であり、減圧弁出口の圧力計指示値が11.2kPa（基準値：15kPa以下）となっていたことから基
準値まで減圧していることを確認している。
（2011/7/22復旧確認）
設備復旧後に安全蒸気ボイラA号機のサーベランス運転を実施し、現場計器にて蒸気圧力が1.24MPa（基準値：1.18MPa
以上）であること及び蒸気流量が1100kg/h（基準値：1000kg/h以上）であり要求されている機能を満足していることから、
設備機能に影響を与えるような減圧弁の動作不良はない。
また、安全蒸気ボイラB号機についてもサーベランス運転を実施し、現場計器にて蒸気圧力が1.25MPa（基準値：1.18MPa
以上）であること及び蒸気流量が1100kg/h（基準値：1000kg/h以上）であり要求されている機能を満足していることから、
設備機能に影響を与えるような減圧弁の動作不良はない。

×

×

（2011/7/22現場確認)
安全蒸気ボイラの燃料ガス供給系統内の各圧力計指示値は下記の通り正圧の値を示していたことから接続部からの空
気の流入はない。
　【ＬＰＧボンベユニットＢ】
　・減圧弁前圧力計指示値：0.71MPa　（基準値：0.25～1.56MPa）
　・減圧弁後圧力計指示値：0.198MPa　（基準値：0.16～0.24MPa）
　【安全蒸気ボイラＡ号機】
　・流量計出口圧力計指示値：0.081MPa　（基準値：0.01～0.98MPa）
　【安全蒸気ボイラＢ号機】
　・流量計出口圧力計指示値：0.086MPa　（基準値：0.01～0.98MPa）

○

（2011/7/22応急処置）
安全蒸気ボイラA号機及びB号機のガス置換を実施し、ボイラが起動することを確認した。その後、再度安全蒸気ボイラA
号機及びB号機のサーベランス運転を実施し、現場計器にて蒸気圧力及び蒸気流量が基準値を満たしていたことから、
要求されている機能を満足していることを確認した。
（作業手順確認）
聞き取り調査の結果、A系統及びB系統、共通部を含む７つの手動弁交換作業で燃料ガス供給配管内の燃料ガスを空気
に置換したが、交換作業後、配管内の空気を燃料ガスに置換していなかったことを確認した。

運転操作ミス

×

×

（2011/7/22現場確認)
目視により燃料ガス供給配管に破損がないこと及びガス漏れの異臭・異音がないことを確認した。
また、室内に設置しているガス検知器（設定値0.45vol%）は発報していなかった。
安全蒸気ボイラの燃料ガス供給系統内の圧力計指示値についても、下記の通り基準値の範囲内を示していた。
　【ＬＰＧボンベユニットＢ】
　・減圧弁前圧力計指示値：0.71MPa　（基準値：0.25～1.56MPa）
　・減圧弁後圧力計指示値：0.198MPa　（基準値：0.16～0.24MPa）
　【安全蒸気ボイラＡ号機】
　・流量計出口圧力計指示値：0.081MPa　（基準値：0.01～0.98MPa）
　【安全蒸気ボイラＢ号機】
　・流量計出口圧力計指示値：0.086MPa　（基準値：0.01～0.98MPa）

燃料ガスの
漏えい

燃料ガス供給
配管が破損して

いる
×

燃料ガス供給
配管が異物に
より閉塞してい

た

×

（2011/7/22 現場確認)
系統構成に異常がないことを、系統図をもとに弁開閉リストを用いて目視確認した。

燃料ガスの不
足

燃料ガスボンベ
内のガスが不

足していた
×

（運転記録）
２０１１年７月１４日の安全蒸気ボイラA号機及びB号機のサーベランス運転終了後の積算流量計の指示値と２０１１年７月
２２日の事象発生時の指示値を比較すると差はなく燃料は消費されていなかった。
２０１１年７月１５日に燃料ガスボンベを1ユニット（１８本/ユニット）充填済みに切り替えており、ボイラ運転時間約８時間に
相当（ボイラ１台運転）する燃料ガスを保有していた。
（2011/7/22現場確認）
LPGボンベユニットの圧力計指示値は0.71MPa（基準値：0.25～1.56MPa）であり、基準値範囲内で十分に圧力があることを
確認した。
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安全蒸気ボイラ

主バーナ

パイロット
バーナ圧力計

蒸気

LPGボンベユニット

減圧弁

流量計

圧力計

送風機

M

流量調整弁

減圧弁

減圧弁

圧力計圧力計圧力計

S

S S

S

電磁弁

電磁弁

弁交換後に青線部
の空気を追い出し
ていない。

安全蒸気ボイラ

主バーナ

パイロット
バーナ圧力計

蒸気

LPGボンベユニット

減圧弁

流量計

圧力計

送風機

M

流量調整弁

減圧弁

減圧弁

圧力計圧力計圧力計

S S

電磁弁

電磁弁

大気へ放出

ホース

１．弁交換後

２．復旧時の措置

S S

①ボイラ起動時に一時的に弁が開く。 ②燃料ガス供給系統に空気が残留していた
ため、パイロットバーナ不着火となった。

③ボイラ起動操作を複数回行い、配管
内の空気を追い出した。

④Ｂ号機については、起動操作に加
え、ホースを用いて配管内の空気を追
い出した（燃料ガスに置換した）。

⑤空気を追い出した結果、パイロット
バーナが着火し、安全蒸気ボイラが
起動できることを確認した。

空気＋燃料ガス（希釈状態）
燃料ガス

添
付

資
料
７

2
5

弁状態「閉」
弁状態「開」

安全蒸気ボイラ不着火及び復旧操作の事象概要図



過去の弁交換時の燃料ガス抜き作業

安全蒸気ボイラ
B号機

主バーナ

パイロット
バーナ圧力計

LPGボンベユニットＢ

蒸気

LPGボンベユニットＡ

安全蒸気ボイラ燃料ボンベ室

減圧弁

流量計

M

安全蒸気ボイラ
A号機

主バーナ

パイロット
バーナ

流量調整弁

減圧弁

圧力計

蒸気

圧力計

圧力計

流量計

減圧弁

再処理工場の
各建屋へ供給

安全蒸気B室

安全蒸気A室

圧力計圧力計圧力計

送風機

送風機

S

S S

S

M

流量調整弁

減圧弁

減圧弁

圧力計圧力計圧力計

S

S S

S

電磁弁

電磁弁

電磁弁

電磁弁

2
6

交換対象

交換対象の弁のフランジ部のボルトを緩め、
フランジの隙間から燃料ガスを抜く

建屋外へ

ブロア

添
付

資
料

８

減圧弁

弁状態「閉」

弁状態「開」



出来事流れ図（1／2） 添付資料９

時　　　刻 事業部長 工場長
核燃料

取扱主任者
当直部門 協力会社 関連文書

2009/6/12
不適合処理票
処置方針決定

2010/2/24 点検計画表の制定
点検計画表

制定
点検計画表（再処理工場 機械設備 社内
自主点検実施マニュアル）

2011/1 中旬
委託仕様書の作成、契約の
締結

委託仕様書
（ドラフト版）

提出

業務要領書
（ボイラ設備点検業

務内容表のみ）
作成

2011/3/8
委託契約

締結

日付不明
業務要領書
作成・審査・承認・決定化

業務要領書の内容
の打ち合わせ

業務要領書の内容
の打ち合わせ

2011/3/10～
2011/5/22

業務要領書
作成

2011/5/23
業務要領書

（改正０）
受領

業務要領書
（改正０）

提出

業務要領書（業務実施（又は工事）要領書
の運用及び作成マニュアル）

2011/5/24
コメント処理票

作成・承認
コメント処理票

受領

保修作業実施計画書
（改正０）
作成・審査・承認

保修作業実施計画書（保守計画策定細
則）

2011/5/25
保修作業実施

計画書（改正０）
協議

保修作業実施
計画書（改正０）

協議

2011/5/26
保修作業実施

計画書（改正０）
審査

2011/5/27
保修作業実施

計画書（改正０）
審査

2011/5/31
保修作業実施

計画書（改正０）
承認

業務要領書
決定図書

受領

業務要領書
決定図書

提出

2011/6/6
工事要領書チェックシート

チェック・確認

工事要領書チェックシートは、マニュアル
に基づかない、自主管理のシート

作業票
作成・審査・承認・着手

作業票
（保修作業実施計画
書の改正０が添付）

承認

作業票
（保修作業実施計画書の

改正０が添付）
作成・承認

作業票（作業実施細則）

2011/6/9

作業票
（保修作業実施計画
書の改正０が添付）

報告を受けた

作業票
（保修作業実施計画
書の改正０が添付）

承認

2011/6/10

作業票
（保修作業実施計画
書の改正０が添付）

受付
審査
承認

２台機能停止
の相談

２台機能停止
の相談

２台機能停止
の相談

作業票の受付時に、作業票に添付された
隔離表のチェック（隔離作業実施マニュア
ル）

2011/6/13
保修作業実施計画書

（改正１）
修正・審査・承認

保修作業実施
計画書（改正１）

協議

保修作業実施
計画書（改正１）

作成・審査

2011/6/14
保修作業実施

計画書（改正１）
審査

保修作業実施
計画書（改正１）

協議

2011/6/15
保修作業実施

計画書（改正１）
コメント

保修作業実施
計画書（改正１）

修正

保修作業実施
計画書（改正１）

承認

保修作業実施
計画書（改正１）

審査

2011/6/16

作業票
（保修作業実施計画
書の改正１が添付）

着手審査・承認

運転部門 保修部門

保修作業実施
計画書（改正０）

作成・審査

主な作業時系列

作業開始着手許可

作業開始時　（確認調整）

：補足情報 ：分析の起点となる問題点 ：問題点

安全蒸気ボイラ１台停止
の是正処置で、事後保全
としていた当該弁を予防保
全に変更し、マニュアルに
点検計画表を追加した。

作業内容の立案中、タイライ
ンの１本に気付き、４弁の交
換は安全蒸気ボイラの両系
統とも止める必要があると認
識した

○コメント：
当該弁を交換した場合には、A号機及びB号
機とも設備に求められる状態から逸脱され
る。よって、両系統とも復旧されている状態
で弁を交換した場合は、速やかに復旧でき
るので、弁交換工程はＡ号機本体の設備点
検の前か後に移動すること。

保修部門は、設計・施工図書、
現場を確認しておらず、当該弁
の交換に必要な隔離範囲が過
去の弁交換と異なることの検討
を行っていなかった

安全上重要な設備の動作不能
な状態を可能な限り回避するこ
と、代替措置の必要性を検討
することに思いが至らなかった

協議

：問題点（本事象に直接関与せず）

協力会社から、ボイラ２台
の機能停止を必要とする弁
交換の数は４台であると聞
いたので、保修作業実施計
画書で交換対象の数を４台
とした（実際は７台）

業務要領書作成に関するマニュ
アルの遵守は協力会社に認識さ
れおらず、当該マニュアルに従っ
て図書作成が行われていなかっ
た

作業方法・作業範囲の検討を協力会
社に任せていた

協力会社との間でコミュニケーション
が十分に取れていなかった

保修部門は、過去に行った
弁交換と同様の燃料ガス抜
き出し作業と思い込んだ

保修部門は、保修終了後の設
備の状態について評価してい
なかった

２系統同時に保修を行っても問
題ないと考えた

保修計画を立てる際に評価す
べき事項は、保修作業中の工
場の保安への影響や保安上
の措置であると考えた

保修部門は、業務要領書作成方法を
示したマニュアルを協力会社が遵守
しているかを確認していなかった

保修部門は、設計図書、現場の
確認を行わなかった

点検計画時に当該弁の保全方式を事後保全から
予防保全に変更した際に弁点検の実現性につい
て考慮されていなかった
（2010年に点検計画を作成し運用）

運転部門は、手動弁の交換で
あり、特殊な作業ではないと
思った

業務要領書では、燃料ガス抜き出し
作業が明記されていなかった

弁交換により、安全蒸気ボイ
ラが受ける影響について評
価を実施していなかった

安全上重要な設備の動作不
能な状態を可能な限り避け
る必要があるという認識がな
かった

保安規定で定めている２台
停止の場合の措置が実施で
きると考えたが、当該措置が
最低限採るべき措置である
ことが理解できていなかった
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出来事流れ図（2／2） 添付資料９

時　　　刻 事業部長 工場長
核燃料

取扱主任者
当直部門 協力会社 関連文書運転部門 保修部門主な作業時系列

日付不明 コメント
コメント
受領

2011/6/24 現場確認 現場確認

2011/6/25 A号機の本体点検 現場確認 Ａ号機本体点検

2011/7/1
保修作業実施計画書

（改正２）
修正・審査・承認

保修作業実施
計画書（改正２）

作成・審査

2011/7/8
保修作業実施

計画書（改正２）
協議

2011/7/11
保修作業実施

計画書（改正２）
審査

保修作業実施
計画書（改正２）

協議

保修作業実施
計画書（改正２）

審査

連絡
受領

Ａ号機
本体点検

終了の連絡

保修作業実施
計画書（改正２）

承認

2011/7/14 A号機の試運転 試運転

A号機の系統除外の解除
A号機の系統除外

解除

2011/7/19
隔離依頼表
作成の依頼

2011/7/20
隔離依頼表の作成
作業指示書の作成

作業指示書
受領

作業指示書
作成・承認

隔離依頼表
作成

2011/7/21 弁交換作業
燃料ガスから空気

への置換

現場確認
弁交換

7台

漏えい確認

連絡の受領
弁交換

終了の連絡
弁交換
終了

A号機及びB号機の系統除外
の解除

A号機及びB号機の
系統除外解除

2011/7/22
A号機のサーベランス
運転

Ａ号機の
サーベランス運転

Ａ号機ボイラ本体
不着火５回

B号機ボイラ本体
故障のおそれ

2011/7/13

２、３回で着火

Ｂ号機本体については、３回の不着火で
あったが、机上検討を行う中、弁交換時の
空気の残留が原因と考え、Ｂ号機の不着火
も同原因であると推定し、２台故障のおそ
れと判断した。

コメント：
安全蒸気ボイラの上流電源でもあるＤＧ-Ａ，
Ｂが復旧されている期間であれば、早急に復
旧可能な措置を講じることができるので、安
全上の措置が必要な当該弁４台の交換はそ
の期間に実施したほうがよい
→弁交換の工程はDG-A, Bが復旧されてい
る時期に変更のこと。

【分析の起点となる問題点】
ガス濃度不足のまま系統除外を解
除した

保修作業実施計画書に記
載の弁交換の数を４台から
７台に変更しなかった

【分析の起点となる問題点】
安全蒸気ボイラが２系統同時にガ
ス濃度不足になった

２系統ある安全蒸気ボイラの燃料ガス
供給配管はタイラインによりつながって
いたが、仕切りをするための弁等がな

運転部門は、設備に求められる状態に
あることを確認していなかった

これまで、保修終了後は、設備に求め
られる状態を満足した状態で設備を引
き渡されていた

保修作業実施計画書で４台の弁の交
換を計画していたが、現場確認時、７台
の弁が分解されていた

保修部門は、現場確認のための立会いを行っている
が、現場で確認した作業がその後の運転に対してどの
ような影響を与えるかについて認識できていなかった

保修部門は、燃料ガス供給系統
の保修に対する経験・知見が不
足していた

保修部門の工事監理員は、現場経
験が浅く、工事監理員としての役割
に対する理解が不足していた

弁交換後の漏えい確認時に配管
内に燃料ガスの張り込みを行
い、運転に必要な圧力まで達し
ていたことから運転可能と考えた
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事　象 問題点

□　ＡＮＤ
○　ＯＲ

（保修作業実施計画書改正段階）
評価すべき事項は、保修作業中の工場
の保安への影響や保安上の措置である
と考えた（保修作業実施計画書改正段階）

当該弁の交換が２系統の共通故障
要因となることを認識していなかった

２系統ある安全蒸気ボイラの燃料
ガス供給配管はタイラインにより
つながっていたが、仕切りをする
ための弁等がなかった

弁交換を行った対象は、設計
段階では、手動弁であることか
ら故障する可能性が低く、事後
保全対象としていた

（保修作業実施計画書改正段階）
弁交換作業により、安全蒸気ボイラが受
ける影響について評価を実施していな
かった

両系統をつなぐ配管内に動的
機器がなく、設置されている手
動弁についても操作する機会
が少ないことから故障に至る可
能性が低いと考えていた

2
9

保修部門は、2系統同時に保修を
行っても問題は生じないと考えた

ガスが抜ける弁交換作業を2
系統同時に実施した

添
付

資
料

１
０

安全上重要な設備の保修作業に対するリスク評価不足

隔離範囲の把握不足

（業務要領書作成段階）
保修部門は、当該弁の交換
作業時に隔離が必要な範囲
が過去の弁交換よりも広いこ
とを把握していなかった

作業方法等の検討が不足して
いた

協力会社との間でコミュニケー
ションが十分に取れていなかっ
た

（委託仕様書検討段階）
保修部門は、設計図書、現場の
確認を行わなかった

（業務要領書作成段階）
保修部門は、設計・施工図書、
現場を確認していなかった

（点検計画段階）
点検計画時に当該弁の保全方式を事後保全
から予防保全に変更した際に弁点検の実現
性について考慮されていなかった
（2010年に点検計画を作成し運用）

（委託仕様書検討段階）
保修部門は、点検計画表に基づ
いて、弁交換を計画していた③

設備に関する要因
（直接原因）

委託仕様を検討する際、現場の状況を
可能な限り確認することや設計図書によ
り点検対象の確認を実施することを関係
者に周知する。また、点検に問題がある
場合は、点検計画を見直し、改訂する。

安全蒸気ボイラが２
系統同時にガス濃度
不足になった

ガス濃度不足のまま
系統除外を解除した

燃料ガス供給系統の保修に関する知見・経験及び
工事監理員の役割に対する理解の不足

安全蒸気ボイラが不着火になり２系統が故障に至った原因に対する要因分析図

（業務要領書作成段階）
保修部門は、当該弁の交換に
必要な隔離範囲が過去の弁交
換と異なることの検討を行ってい
なかった

（保修作業実施計画書改正段階）
当該弁交換作業は1時間程度で終了する
と考え、速やかな設備復旧という措置が可
能と考えた

→　隔離範囲の把握不足
③

①

（保修作業実施計画書改正段階）
これまでの弁交換やボイラ本体点検では
溶液移送禁止措置を実施しており、今回も
実施可能と考えた

保安規定に記載された措置は、設
備が動作不能な場合に最低限採る
べき措置であることが理解できてい
なかった

④

運転部門は、設備が運
転可能な状態であると
思った

これまで、保修終了後は、設備に
求められる状態を満足した状態で
設備を引き渡されていた

（保修作業実施計画書改正段階）
運転部門は、手動弁の交換であ
り、特殊な作業ではないと思った

運転部門は、設備に求め
られる状態にあることを確
認していなかった

②

保修後の設備の引渡し状態に対する確認不足

（保修作業実施計画書改正段階）
保修部門は、保修終了後の設備
の状態について評価していなかっ
た

③ →　隔離範囲の把握不足

→　隔離範囲の把握不足

（保修作業実施計画書改正段階）
保修部門は、手動弁の交換であり、ボイ
ラに対する影響について評価が必要と
考えなかった

②

③

（保修作業実施計画書改正段階）
保安規定で２台停止の場合の措
置が定められていて、措置が実施
できると考えた

（保修作業実施計画書改正段階）
安全上重要な設備が２台動作不能
になることが特殊な作業だという認
識がなかった

（保修作業実施計画書改正段階）
安全上重要な設備の動作不能な状態
を可能な限り避ける必要があるという
認識がなかった

移送禁止措置がリスクを可能な限
り低減するための措置であってリス
クがなくなることではないという認識
が不足していた

（保修作業実施計画書改正段階）
安全上重要な設備の動作不能な状態
を可能な限り回避すること、代替措置
の必要性を検討することに思いが至
らなかった

安全上重要な設備の機能が損なわれた場合
の影響とそれを踏まえた保安規定要求の内
容に関する教育を、保安規定に関する教育
の中で実施する。

③

作業方法・作業範囲の検討等
を協力会社に任せていた

⑤

はじめて作業・変更作業である
という認識が不足していた

⑥

（保修作業実施計画書改
正段階）
過去の弁交換と同様と考
えた

業務要領書作成方法を示したマニュアル
を契約に基づき遵守すべき当社規定類と
して要求することを調達管理要領に明記
にする。

（業務要領書作成段階）
業務要領書作成に関するマニュアル
は共通仕様書にて「遵守すべき当社
標準類等」の”等”に含まれており、
協力会社に認識されていなかった

（業務要領書作成段階）
業務要領書は作業項目ごと
の内容が細分化された記載
になっていなかった

（業務要領書作成段階）
協力会社は作業項目ごとに記
載すべき事項や程度について
記載することを定めたマニュア
ルに従っていなかった

（業務要領書作成段階）
保修部門は、業務要領書作成
方法を示したマニュアルを協力
会社が遵守しているかを確認し
ていなかった

（業務要領書作成段階）
業務要領書では、燃料ガ
ス抜き出し作業が明記され
ていなかった

⑦

これまでも燃料ガス抜き出し
作業は明記されていなかった ⑤

準備作業として協力会
社が実施していた

保修部門は、弁交換
時にガス濃度不足に
なったことに気付か
なかった

保修部門は過去の弁交換作
業より広範囲に配管中の燃
料ガスが抜かれることを把握
していなかった

保修部門は、燃料ガス供給
系統の保修に対する知見・
経験が不足していた

（弁交換作業時）
保修部門は、現場で確認した作業がそ
の後の運転に対してどのような影響を
与えるかについて認識できていなかった

（弁交換作業時）
保修部門の工事監理員は、現場経
験が浅く、工事監理員としての役割
に対する理解が不足していた

⑦

保修部門は、弁交換作業前
の燃料ガス抜き出し、燃料ガ
ス置換作業に関する確認を
十分行っていなかった

（弁交換作業時）
作業内容の把握が十分にでき
ていなかった

過去の弁交換作業では、作
業終了後に着火できており、
今回も問題ないと考えた

③
→ 隔離範囲の把握不足

（保修作業実施計画書改正段階）
保修部門は、弁交換をボイラ本体点
検とは別に行うこととした際、機能確
認の方法の検討において、弁交換
作業の詳細な作業手順を確認しな
かった

（保修作業実施計画書改正段階）
保修部門は、手動弁の交換後の機能
確認としては、漏えい確認を実施すれ
ばよいと考えた

③ →　隔離範囲の把握不足

②

燃料ガス供給配管内に空
気が混入したまま、保修を
終了した

保修部門は、過去に行った
弁交換と同様の燃料ガス
抜き出し作業と思い込んだ

（弁交換作業時）
運転条件の圧力に到達して
いることと、配管内に燃料ガ
スが充填されていることは
同じと考えた

⑤

燃料ガスの特性に関する当該
設備の知見が不足していた

保修作業に携わる要員に対して、工事監
理員としての役割（作業安全の確保、手
順書の遵守、作業内容及び現場状況の
把握）を再教育する。特に、現場経験の少
ない工事監理員に対しては、指導員が現
場において、工事監理員としての役割に
関する指導を徹底する。

（弁交換作業時）
弁交換後の漏えい確認時
に配管内に燃料ガスの供
給を行い、運転に必要な圧
力まで到達していた

保修部門は、協力会社から、
いつもと異なる作業を行うと
は聞いていなかった

④

⑤

④

⑦

⑤

→　隔離範囲の把握不足

→　隔離範囲の把握不足

作業手順の把握不足

保修作業を計画する際に、保修終了後に当該
設備が設備に求められる状態になるよう作業方
法等を検討することとし、この結果及び設備に
求められる状態となっていることの確認方法
（引渡し条件）について保修作業実施計画書に
記載する。
上記を保守計画策定細則に追加する

→　隔離範囲の把握不足

→　作業手順の把握不足

→　作業手順の把握不足

→　隔離範囲の把握不足

→　安全上重要な設備の保修作業に対するリスク評価不足

→　隔離範囲の把握不足

→安全上重要な設備の保修作業に対するリスク評価不足

２系統を動作不能とすることを、１系
統を動作不能にして保修作業を行う
場合の延長と考えた

①

安全蒸気ボイラを2台停止すること自
体がリスクであることを認識していな
かった

⑥
→　安全上重要な設備の保修作業に対するリスク
評価不足

→　安全上重要な設備の保修作業に対するリスク評価不足

→　隔離範囲の把握不足

→　隔離範囲の把握不足

２系統を動作不能とした保修作業を行う場合に、保修作業中に安全蒸気ボイラの起動が必要
となった場合に２系統とも速やかに起動できないといったリスクや、保修作業後に安全蒸気ボ
イラが起動できないといったリスクを評価することとする。上述の評価結果についての担当部
門における審査が確実に行われるよう、これらの結果を保修作業実施計画書に記載すること
とする。
上記を保守計画策定細則に追加にする。

業務要領書の確認を行う際、自ら設計図
書・現場の確認を行い、作業方法や隔離
範囲の検討を行うこととし、この点を含め
た業務要領書確認のポイントを記載した
チェックシートを新たに作成・運用する。
上記を作業実施細則に追加する。
上記検討により生じたコメント・質問につ
いては、既存のコメント処理票により協力
会社に確認する。

安全上重要な設備の保修作業を計画する際には、保
修時に設備を動作不能な状態にすることは極力避け、
動作不能な状態を避けることが困難な場合には代替措
置の必要性を検討することとし、その結果を保修作業
実施計画書に記載する。
上記を保守計画策定細則に追加にする。

業務要領書の確認段階において、業務要領書が当該要
領書作成に係るマニュアルに従って作成されており、作
業手順・作業内容が適切であることを自ら確認する。この
点を含めた業務要領書確認のポイントを記載したチェック
シートを新たに作成し運用する。
上記を作業実施細則に追加する。

安全蒸気ボイラの燃料ガス取扱いに関する注
意点及びガスを広範囲で抜き出す可能性があ
る燃料ガス系機器の標準施工手順を定めたマ
ニュアルを作成し、当該設備関係者に教育す
る。

：要因

：原因

：深堀りが不要な事実

【凡例】

保修作業を計画する際に、保修終了後に当該
設備が設備に求められる状態になるよう作業方
法等を検討することとし、この結果及び設備に
求められる状態となっていることの確認方法
（引渡し条件）について保修作業実施計画書に
記載する。
上記を保守計画策定細則に追加する。

当該設備に対しては、組織改正後、当
該弁交換作業等を担当していた保修部
門と運転部門が一つの組織となったこと
から、保修作業実施計画に係るルール
にある協議が手続き上は必要なくなるた
め、当該組織の中で記載事項の確認を
行い、担当課長がこれを審査することと
する。

：対策
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                   対策一覧表 
 

１．直接原因 

分類 原因 対策 ８章におけ

る対策分類 

①弁交換終了時

のガス置換の未

実施によるガス

濃度不足 

弁交換前に燃料ガス供給

配管内の燃料ガスを空気

に置換したが、交換後に燃

料ガスに置換しなかった

ため、ガス濃度不足になっ

た。 

弁交換作業時に配管内に多量の空

気が残留する場合には、保修作業

の最終確認として着火確認を行う

こととする。 
また、着火操作を繰り返す状況に

ならないよう、弁交換作業後に燃

料ガスへの置換を行うとともに、

ガス検知器を用いてガス濃度が所

定の濃度であることを確認するこ

ととする。これらの手順を標準施

工手順として定める。 

（１）燃料ガ

スを取り扱

う設備に対

する保修手

順の作成に

係る対策 

②両系統の燃料

ガス供給配管を

接続する配管上

への仕切りをす

るための弁の未

設置 

燃料ガス供給配管が、安全

蒸気ボイラ２系統に対し

て、仕切りをするための弁

がなく共通的な系統とな

っていた。 

今回実施した弁の交換作業におい

て、安全蒸気ボイラ１系統ずつ単

独系統で保修できるよう、計画的

に仕切りをするための弁を設置す

る。 

（２）設備の

改善に係る

対策 

 

２．間接原因 

分類 原因 対策 ８章におけ

る対策分類 

①安全上重要な

設備の保修作業

に対するリスク

評価不足 

安全蒸気ボイラを２系統

動作不能として弁交換作

業を行う計画を立てた際

に、安全上重要な設備が動

作不能となる状態を可能

な限り回避すること、代替

措置の必要性を検討する

ことに思いが至らず、安全

上重要な設備が２系統動

作不能となることが特殊

な作業であり可能な限り

避ける必要があるという

認識がなかった。 

安全上重要な設備の保修作業を計

画する際には、保修時に設備を２

系統動作不能な状態にすることは

極力避けることとし、回避困難な

場合には代替措置の必要性を検討

する。 
その結果について、担当部門にお

ける審査が確実に行われるよう保

修作業実施計画書に記載する。 
また、上記を保守計画策定細則に

追加する。 

 
 

（３）保修作

業による影

響評価に係

る対策 
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分類 原因 対策 ８章におけ

る対策分類 

保修作業中に安全蒸気ボ

イラの起動が必要となっ

た場合に２系統とも速や

かに起動できないといっ

たリスクや保修作業後に

安全蒸気ボイラが起動で

きないといったリスクに

ついての評価までは実施

できていなかった。 

２系統を動作不能とした保修作業

を行う場合に、保修作業中に安全

蒸気ボイラの起動が必要となった

場合に２系統とも速やかに起動で

きないといったリスクや、保修作

業後に安全蒸気ボイラが起動でき

ないといったリスクを評価する。 
上記の評価結果についての担当部

門における審査が確実に行われる

よう、これらの結果を保修作業実

施計画書に記載する。 
上記を保守計画策定細則に追加す

る。 

（３）保修作

業による影

響評価に係

る対策 

①安全上重要な

設備の保修作業

に対するリスク

評価不足 

保安規定に記載された措

置はリスクを低減するた

めの最低限の措置であり、

更なるリスク低減に対す

る検討を行う必要がある

ということに思いが至ら

なかったことや、過去の弁

交換と同様と考えたこと

等により、保安規定で定め

ている２系統動作不能の

場合に採るべき措置が実

施できれば、２系統を停止

して保修を行っても問題

ないと考えた。 

安全上重要な設備の機能が損なわ

れた場合の影響と、それを踏まえ

た保安規定要求の内容について、

保安規定に関する教育の中で説明

を実施している。 

（３）保修作

業による影

響評価に係

る対策 
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分類 原因 対策 ８章におけ

る対策分類 
保修作業を計画する際に、保修終

了後に当該設備が設備に求められ

る状態になるよう作業方法を検討

することとし、この結果及び設備

に求められる状態となっているこ

との確認方法（引渡し条件）につ

いて保修作業実施計画書に記載す

る。 

上記を保守計画策定細則に追加す

る。 

（３）保修作

業による影

響評価に係

る対策 

②保修後の設備

の引渡し状態に

対する確認不足 

運転部門は、これまでの保

修作業において、保修作業

終了後は設備に求められ

る状態を満足した状態で

設備が引き渡されていた

という経験等により、設備

に求められる状態にある

ことを確認していなかっ

た。 

当該設備に対しては、組織改正後、

当該弁交換作業等を担当していた

保修部門と運転部門が一つの組織

となったことから、保修作業実施

計画に係るルールにある協議が手

続き上は必要なくなるため、当該

組織の中で記載事項の確認を行

い、担当課長がこれを審査する。 

（３）保修作

業による影

響評価に係

る対策 

委託仕様書検討段階にお

いて、保修部門は、設計図

書・現場の確認を行わなか

ったために、弁交換作業時

に隔離が必要な範囲が過

去の弁交換よりも広いこ

とを把握していなかった。

委託仕様の検討を行う際、現場の

状況を可能な限り確認することや

設計図書により点検対象の確認を

実施することを関係者に周知す

る。 

（４）保修に

関する運用

に係る対策 

③隔離範囲の把

握不足 

業務要領書作成段階にお

いて、保修部門は、設計図

書・現場を確認していなか

ったこと、作業方法・作業

範囲等の検討を協力会社

に任せていたこと等によ

り、弁交換作業時に隔離が

必要な範囲が過去の弁交

換よりも広いことを把握

していなかった。 

業務要領書の確認を行う際、自ら

設計図書・現場の確認を行い、作

業方法や隔離範囲の検討を行うこ

ととし、この点を含めた業務要領

書確認のポイントを記載したチェ

ックシートを新たに作成し運用す

る。 
上記を作業実施細則に追加する。 

（４）保修に

関する運用

に係る対策 
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分類 原因 対策 ８章におけ

る対策分類 
作業方法・作業範囲の検討

等を協力会社に任せてい

たことから、作業手順が記

載された業務要領書の確

認が十分ではなく、作業手

順の把握が不足していた。

業務要領書作成段階にお

いて、保修部門は、業務要

領書が、作業項目の記載方

法を示した当社の業務要

領書の作成に係るマニュ

アルに従った内容になっ

ているかの確認を行って

いなかった。 

業務要領書の確認段階において、

業務要領書が当該要領書作成に係

るマニュアルに従って作成されて

おり、作業手順・作業内容が適切

であることを自ら確認する。 

この点を含めた業務要領書確認の

ポイントを記載したチェックシー

トを新たに作成し運用する。 
上記を作業実施細則に追加する。 

（４）保修に

関する運用

に係る対策 

④作業手順の把

握不足 

作業項目の記載方法を示

した当社の業務要領書の

作成に係るマニュアルに

従って業務要領書を作成

することを、協力会社に対

して徹底していなかった。

業務要領書作成方法を示したマニ

ュアルを、契約に基づき遵守すべ

き当社規定類として要求すること

を調達管理要領に明記する。 

（４）保修に

関する運用

に係る対策 

⑤燃料ガス供給

系統の保修に関

する知見・経験及

び工事監理員の

役割に対する理

解の不足 

保修部門は、弁交換作業時

において、弁交換後の漏え

い確認時に燃料ガスの供

給を行った際に、実際は配

管内に安全蒸気ボイラを

着火するために必要なガ

ス濃度が確保されていな

い状態であったが、配管内

の圧力が通常の圧力にな

ったことで運転可能な状

態であると考えており、燃

料ガス供給系統の保修に

関する知見・経験が不足し

ていた。 

安全蒸気ボイラの燃料ガス取扱い

に関する注意点及びガスを広範囲

で抜き出す可能性がある燃料ガス

系機器の標準施工手順を定めたマ

ニュアルを作成し、当該設備関係

者に教育する。 

教育の実施結果を確認する。 

（５）保修業

務、設備に対

する知識向

上等に係る

対策 
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分類 原因 対策 ８章におけ

る対策分類 
弁交換作業時において、保

修部門の工事監理員は、現

場経験が浅かったことも

あり現場で確認した作業

がその後の運転に対して

どのような影響を与える

かについて認識できてお

らず、工事監理員の役割に

対する理解が不足してい

た。 

保修作業に携わる要員に対して、

工事監理員としての役割（作業安

全の確保、手順書の遵守、作業内

容及び現場状況の把握）を再教育

する。 

特に、現場経験の少ない工事監理

員に対しては、指導員が現場にお

いて、工事監理員としての役割に

関する指導を徹底する。 

教育の実施結果を確認する。 

（５）保修業

務、設備に対

する知識向

上等に係る

対策 

⑤燃料ガス供給

系統の保修に関

する知見・経験及

び工事監理員の

役割に対する理

解の不足 

（③隔離範囲の把握不足

及び④作業手順の把握不

足に関連して） 
今回の事象の発生原因の

調査の過程では、自ら現場

を確認することや自ら考

えることが不足していた。

保修作業に携わる要員に対して、

作業計画段階におけるリスク評価

の重要性や上記③及び④の対策と

してチェックシートによる確認を

行うこととした自ら設計図書・現

場を確認し作業内容・作業手順が

妥当であることの確認を行う必要

性について教育を実施する。 
教育の実施結果を確認する。 

（５）保修業

務、設備に対

する知識向

上等に係る

対策 

 



安全蒸気ボイラ　燃料ガスへの置換（空気→燃料ガス）方法
（配管内に大量の空気が残留する弁を交換した場合の一例）

安全蒸気ボイラ
B号機

主バーナ

パイロット
バーナ圧力計

LPGボンベユニットＢ

蒸気

減圧弁

LPGボンベユニットＡ

LPGボンベ室

減圧弁

流量計

M

安全蒸気ボイラ
A号機

主バーナ

パイロット
バーナ

流量調整弁

減圧弁

圧力計

蒸気

圧力計

圧力計

流量計

減圧弁

再処理工場の
各建屋へ供給

安全蒸気B室

安全蒸気A室

圧力計圧力計圧力計

送風機

送風機

M

流量調整弁

減圧弁

減圧弁

圧力計圧力計圧力計

電磁弁

電磁弁

電磁弁

電磁弁

3
5

S

S

S

S

①抜き出しライン上の弁を開

①抜き出しライン上の弁を開

②ボンベの止弁
を全閉から開

②ボンベの止弁
を全閉から開

③ガス濃度が所定の濃度であることを確
認

空気

燃料ガス

空気追い出し

空気追い出し

ガス検知器

S

S

S

S

：弁交換作業時に配管内に多量の空気が残留する弁

ガス検知器

建屋外へ

建屋外へ

③ガス濃度が所定の濃度であることを確
認

添
付

資
料

１
２

弁状態「閉」

弁状態「開」
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多重化している設備に対する類似事象の発生防止に係る調査フロー 

水平展開必要 水平展開不要 

Ｎｏ 
多重化されている設備か 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

共用ライン（系統）があるか 

Ｙｅｓ 

共用ライン上にある仕切

りをするための弁等がな

いため、保修時に単独系

統で隔離ができない 

No Ｎｏ  

Ｙｅｓ 

仕切りをするための弁等の保修

時、単独系統で隔離ができない 

Ｙｅｓ 
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